
04

07

20

062

063

064

065

066

※総合評価は、「施策の内容」の総合評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

A A A A A

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

総合評価 A A

※「施策の内容」の総合評価…A=80点以上、B=60点以上80点未満、C=40点以上60点未満、D=20点以上40点未満、E=20点未満
※今後の方向性…①=効果的な事業構成であるため、方向性を維持、②=概ね効果的な事業構成であるが、一部見直し等の余地がある、③=あまり効果的な事業構
　 成ではないため、見直しの余地が大きい、④=事業構成に問題があるため、抜本的な見直し等が必要

３　「施策」の総合評価

「施策の内容」の
総合評価を
根拠とした

「施策」の総合評価

区分 選択区分 総評（施策の進捗状況や効果等を端的に記載）

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

　ごみの減量・ごみ出しのルールに関する出前講座は令和５年度からさらに実施回数
が増加したほか、小学校等におけるくるりんペーパー事業やエコ・ステーション事業に
おいても計画を上回る資源回収量となり、リサイクル率の向上を図ることができました。
また、リサイクルセンターや各廃棄物処理施設を適切に管理運営することで廃棄物の
リサイクルや安定した処理を進めるとともに、不法投棄対策や新エネルギー利用設備
設置に対する補助を概ね計画どおり行ったほか、環境に配慮した次世代自動車（ハイ
ブリッド車や電気自動車）の導入や電気自動車用充電器の設置についても計画どおり
行い、循環型社会形成の推進に向けた取組が進みました。

計画期間における達成状況
年度 平成30年度

地球温暖化防止・低炭素社会の実現に向け、効率的なエネルギー
利用や省エネルギー対策を推進するとともに、地域特性に応じ、バ
イオマスを活用した産業創出をはじめ、再生可能エネルギーのさら
なる導入を推進します。

A ①
財産管理課
/環境政策

課

不法投棄対策として、啓発看板の設置や環境パトロールを実施す
るとともに、警察との連携強化、市民との協働により不法投棄をさ
せない環境づくりに取り組みます。 A ① 環境政策課

各処理施設の安全で効率的な運転管理を徹底するとともに、老朽
化、処理量の変化に対応した施設の規模や処理方式、更新等につ
いて長期的な視点に立った検討を進め、効率的・効果的な運転管
理と安定した廃棄物処理を推進します。

A ① 環境施設課

市民、事業者、行政が一体となり、ごみの発生抑制や再生資源の
利用拡大、循環的利用を推進します。

A ① 環境政策課

廃棄物の適正処理を推進するため、市民・事業者等への意識啓発
や継続した監視・指導に努めるとともに、誰もが利用しやすいエコ・
ステーションの管理・運営やごみの分別、ごみ出しに係る負担を軽
減するための支援、社会状況に対応したごみ収集体制の充実に向
けて取り組みます。

A ①
環境政策課
/環境事業

課

２　「施策の内容」の総合評価と今後の方向性
番
号

施策の内容
「施策の内容」の総合評価 今後の方向性

担当課
選択区分 選択区分

担当部局 政策財務部、環境部

施策の内容（番号） 062 ～ 066

施策の評価シート(令和６年度分)

１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計

画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画
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062

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ×

誰 ◇ △

何 (千円)7,981 現状維持

　多数の団体でリサイクル
資源回収の取組があった
が、計画通りの回収量には
達しなかった。要因として少
子高齢化により、子供会や
老人会の活動の減少があ
る。
　引き続き報奨金の交付を
通じてリサイクル意識の高
揚を促していく。
令和５年度回収量実績
　1,455t
令和６年度回収量実績
　1,330t

062-3

リサイクル
資源回収
活動報奨
金交付事

業

廃棄物の減量及
び再資源化を推
進するとともに、
資源回収を通じ
て廃棄物処理に
対する意識の高
揚を図るための
報奨金の交付

積極的に資源物の集団回収を実
施するようになる

資源物回収量　2,940
ｔ

地域住民中心の任意団体 資源物回収量

環境政策
課

資源物を出す機会が増え、リサ
イクルが促進される

　新型コロナウイルス感染
症拡大以前と同程度まで
講座依頼が増加した。
　今後も引き続きごみの減
量やごみ出しのルールを講
座を通して周知していく。
令和５年度実績
　14回実施
令和６年度実績
　16回実施

市民 実施団体数

環境政策
課

ごみの減量や正しいごみ出しの
推進

0 現状維持

街を清潔で美しくする 2,163 現状維持

062-2

ごみ減量
等地域出
前講座事

業

ごみの減量やご
み出しのルール
に関する出前講
座の実施

津市の家庭ごみの状況や正しい
ごみの出し方などを職員が出向
いて講義し、知ってもらうことによ
り、ごみの減量や正しいごみ出し
につなげる

実施団体数前年度比
増

062-1

市民清掃
デー実施

事業
市民、事業者、市
との協働による市
内一斉清掃の実
施

道路、公園等公共の場所におい
て散乱している紙くず、草等、空
き缶、空きびん、その他不燃物を
市民が参加してきれいにすること
により、まちを清潔で美しくし、環
境美化への市民意識の向上を図
る

参加者数前年度比増
　市民の方に多数参加して
いただき、清掃活動が実施
できた。
　今後も環境美化への意識
向上に努める。
令和５年度参加者実績
　約56,300人
令和６年度参加者実績
　約57,800人

市民 参加者数

環境政策
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 環境部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

市民、事業者、行政が一体となり、ごみの発生抑制や再生資源の利用拡大、循環
的利用を推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画（平成30年度～令和９年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720062
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ △

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

　エコ・ステーションの管理・
運営をすることができた。
　誰もが利用しやすいエコ・
ステーションに向けて周知
していく。
令和５年度回収実績
　総量921,840kg
令和６年度回収実績
　総量943,760kg

市民 資源物回収量

環境政策
課

安全に安心して資源物を分別排
出できる環境をつくる

102,904 現状維持

12,386 現状維持

　環境学習等の参加者数
は、「田中川干潟生き物観
察会」が熱中症警戒アラー
トが発令されたことなどか
ら、127名と目標には届か
なかった。
　環境学習の開催時期や
内容に加え、環境学習セン
ターについてはより環境学
習の拠点となるよう検討す
る必要がある。

062-8

エコ・ス
テーション

事業

リサイクル率の向
上、市民の資源
物排出の利便性
の向上のため、
エコ・ステーション
の管理・運営

市民が資源物を排出する機会が
増え、リサイクル率が向上する

資源物回収量前年度
比増

062-7

環境学習
センター運

営事業

3Ｒ、ごみ、自然
環境、地球温暖
化防止及び環境
衛生など、環境に
係る総合的な啓
発活動と環境活
動に取り組むネッ
トワークづくり及
び様々な分野の
環境学習の実施

環境学習センターが環境学習・
環境活動の拠点となる

多様な環境学習の実
施

市内外の人 目標参加者数 190人

環境政策
課

環境について学び、考える機会
となる

　すべての参加校で給食残
渣がたい肥化される過程を
学ぶ学習会を実施した。
　今後も環境学習を目的と
し、事業を継続していく。

市内の小学校に通う小学4年生 参加校数

環境政策
課

資源を大切にする社会性の育生
により資源循環型社会へ寄与す
る

2,134 現状維持

16,133 現状維持

　目標の回収量とトイレット
ペーパー納入量は達成で
きた。
　継続して実施することで、
小学生への環境意識の高
揚を促していく。
令和５年度回収実績
　46,810kg
納入トイレットペーパー
　51,600個
令和６年度回収実績
　47,077kg
納入トイレットペーパー
　52,100個

062-6

くるりん
フード事業

学校給食残渣を
たい肥化し、たい
肥を学校菜園や
花壇などで活用
するという循環型
社会システムの
実体験学習の実
施

学校給食の残渣を回収し、たい
肥化する。たい肥化までの過程
を学ぶ環境学習会を開催する

参加校８校

062-5

くるりん
ペーパー

事業

市内全小学校、
本庁舎及び総合
支所における容
器包装紙リサイク
ルの実践による
環境学習、啓発
の推進

地球環境保全のため、限られた
資源を大切にする資源循環型社
会の構築を目指し、次代を担う子
どもたちの環境意識の高揚と環
境への配慮を促す

回収量　20,000㎏
トイレットペーパー納
入量　50,000個

津市内の小学校に通う児童
容器包装紙の回収
量、トイレットペー
パー納入量

環境政策
課

環境意識の高揚と環境への配慮
を促す

　前年度を上回る申請が
あった。引き続き事業内容
やごみ排出の減量につい
て周知していく。
令和５年度補助実績
　生ごみ処理機　172基
　　3,813,900円
　コンポスト　36基
　　91,700円
令和６年度補助実績
　生ごみ処理機　200基
　　4,377,500円
　コンポスト　43基
　　113,000円

津市に住所を有するもの 補助件数

環境政策
課

ごみの排出抑制 4,491 拡充・充実

062-4

生ごみ処
理機等購
入費補助

事業

家庭の生ごみを
たい肥化又は減
量化するための
生ごみ処理機又
はコンポスト容器
の購入者に対す
る補助

生ごみのたい肥化又は減量化を
図ることにより、ごみの排出を抑
制し、廃棄物の減量及び生活環
境の清潔に資する

2027年度までに全世
帯の２％へ普及
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ○

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ② ① ① ① ①

A A総合評価 B B B B B

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

　市民の通報等により、職
員が情報収集パトロールを
実施したうえで取り締まりを
実施、延べ14人の持ち去り
行為を現認し、行政指導ま
たは行政処分を行った。
　引き続き取り締まりを継
続することで行為者の減少
を図っていく。

市民
資源物持ち去り行為
者の減少

環境政策
課

安全な生活環境と分別意識の維
持

0 現状維持

66 現状維持

　貸与件数は年々増加して
いる。
　生ごみ処理機を実際に使
用していただくことで、生ご
み処理機の普及、生ごみ
のたい肥化、ごみ減量化を
図っていく。
令和５年度実績　52人
令和６年度実績　50人

062-10

資源物持
ち去り行為
取り締まり

事業

資源物の持ち去
り行為を減少させ
ることによる、市
民の安全な生活
環境と分別意識
の維持を図るとと
もに市における資
源物の循環の安
定を図る

市における資源物の循環の安定
市民からの通報によ
り随時対応

062-9

家庭用生
ごみ処理
機貸与事

業

市民が家庭用生
ごみ処理機を使
用し、効果を体験
することによる機
器の普及促進並
びに家庭から排
出される生ごみ
のたい肥化およ
び減量化

効果を体験することで、生ごみ処
理機の普及及びごみのたい肥
化・減量化を促進する

貸与人数前年度比増

市民 貸与人数

環境政策
課

ごみの排出抑制

062-11

062-12
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04

07

20

063

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)6,621 現状維持

063-3

ごみ一時
集積所設
置等補助

ごみの効率的な
収集を行うととも
に、市民の美化
意識の高揚等を
図ることを目的と
したごみ一時集
積所の設置工事
等に対する補助

自治会が管理するごみ一時集積
所の設置工事または改修等工事
を推進する

自治会が行うごみ集
積所の設置等を補助
金により支援する

　地域と連携したごみ処理
行政を推進するため、自治
会が設置等を行うごみ一時
集積所の費用に対し
1,821,000円を流用し、補助
金を118件、6,621,000円交
付した（補助率1/3　限度額
400,000円）。今後も自治会
のニーズを踏まえ制度を継
続していく。

地域住民

当初計画（予算）に
沿っているか（件数及
び金額　126件　4，
800千円）

環境事業
課

公衆衛生の向上及び生活環境
の保全に繋がる

　市内10地域のごみ収集
運搬業務について事業者
への委託により事業を実施
した。（19業務）
　委託事業者への適切な
指示、指導のもと、効率的
なごみの収集、運搬を継続
していく。

地域住民
委託業務が適正に行
われているか（10地
域、19業務）

環境事業
課

公衆衛生の向上及び生活環境
の保全に繋がる

1,904,343 現状維持

安全に安心して資源物を分別排
出できる環境をつくる

102,904 現状維持

063-2

家庭ごみ・
リサイクル
資源収集
運搬事業

家庭系一般廃棄
物及びリサイクル
資源収集運搬業
務の民間業者委
託

業務委託により安全かつ経済的、効
率的に収集運搬を行う

ごみ収集運搬業務委
託の効率的かつ適正
な実施

063-1

エコ・ス
テーション

事業

リサイクル率の向
上、市民の資源
物排出の利便性
の向上のため、
エコ・ステーション
の管理・運営

市民が資源物を排出する機会が
増え、リサイクル率が向上する

資源物回収量前年度
比増

　エコ・ステーションの管理・
運営をすることができた。
　誰もが利用しやすいエコ・
ステーションに向けて周知
していく。
令和５年度回収実績
　総量921,840kg
令和６年度回収実績
　総量943,760kg

市民 資源物回収量

環境政策
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 環境部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

廃棄物の適正処理を推進するため、市民・事業者等への意識啓発や継続した監
視・指導に努めるとともに、誰もが利用しやすいエコ・ステーションの管理・運営やご
みの分別、ごみ出しに係る負担を軽減するための支援、社会状況に対応したごみ
収集体制の充実に向けて取り組みます。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画（平成30年度～令和９年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720063
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

A A総合評価 A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

A A A

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

063-4

063-5

063-7

063-6
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04

07

20

064

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

現状維持

064-4

064-1

不法投棄
対策事業

啓発看板の設
置、環境パトロー
ルの実施、警察と
の連携強化、市
民との協働による
不法投棄対策の
実施

環境汚染の防止と自然や景観の
保全

不法投棄対応件数前
年度比減

　主に市民からの不法投棄
の情報を基に対応した。
　津市公式LINEに掲載した
不法投棄通報フォーム等も
活用し、不法投棄が減少す
るよう、広報及び周知を
行っていく。
令和５年度対応実績126
件、看板設置件数163件
令和６年度対応実績92件、
看板設置件数163件

市民 不法投棄対応件数

環境政策
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課

環境美化と安心して暮らせるまち
づくり

1,822

何のための事業か 決算額
今後の
方向性

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720064

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画（平成30年度～令和９年度）

担当部局 環境部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

不法投棄対策として、啓発看板の設置や環境パトロールを実施するとともに、警察
との連携強化、市民との協働により不法投棄をさせない環境づくりに取り組みま
す。

064-2

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

064-3
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

A B A総合評価 B B B B

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和4年度

選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

計画期間における達成状況

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

064-5

064-6

064-7

064-8
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04

07

20

065

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ◎

何 (千円)255,212 現状維持

　ごみ埋立施設の管理・運
営において、突発的な機器
等の故障対応はあるが、当
初の事業実施計画どおり
実施できたため実施評価を
「○」。施設の稼働を停止す
ることなくごみの衛生的・適
正処理を継続して実施した
ことで期待する効果が認め
られたため事業評価を
「◎」。これらの結果より今
後の方向性を現状維持とし
た。

065-3

ごみ埋立
施設管理
運営事業

一般廃棄物最終
処分場の管理・
運営及び旧白銀
環境清掃セン
ター浸出水処理
施設等の維持管
理

資源化処理後の不燃残渣の最
終処分を衛生的かつ適正に処理
できる

施設の適正かつ効率
的な運営管理

市民 施設の年間稼働日数

環境施設
課

安全・安心な日常生活を送れる

　ごみ資源化施設の管理・
運営において、突発的な機
器等の故障対応はあるが、
当初の事業実施計画どお
り実施できたため実施評価
を「○」。施設の稼働を停止
することなくごみの衛生的・
適正処理を継続して実施し
たことで期待する効果が認
められたため事業評価を
「◎」。これらの結果より今
後の方向性を現状維持とし
た。

市民 施設の年間稼働日数

環境施設
課

安全・安心な日常生活を送れる 661,032 現状維持

安全・安心な日常生活を送れる 1,753,748 現状維持

065-2

ごみ資源
化施設管
理運営事

業
リサイクルセン
ターの管理・運営

燃やせないごみを衛生的かつ適
正にリサイクル処理できる

施設の適正かつ効率
的な運営管理

065-1

ごみ焼却
施設管理
運営事業

西部クリーンセン
ター及びクリーン
センターおおたか
の管理・運営（死
亡獣等焼却処理
場含む）

燃やせるごみを衛生的かつ適正
に処理できる

施設の適正かつ効率
的な運営管理

　ごみ焼却施設の管理・運
営において、突発的な機器
等の故障対応はあるが、当
初の事業実施計画どおり
実施できたため実施評価を
「○」。施設の稼働を停止す
ることなくごみの衛生的・適
正処理を継続して実施した
ことで期待する効果が認め
られたため事業評価を
「◎」。これらの結果より今
後の方向性を現状維持とし
た。

市民 施設の年間稼働日数

環境施設
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 環境部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

各処理施設の安全で効率的な運転管理を徹底するとともに、老朽化、処理量の変
化に対応した施設の規模や処理方式、更新等について長期的な視点に立った検
討を進め、効率的・効果的な運転管理と安定した廃棄物処理を推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画（平成30年度～令和９年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720065
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆ ○

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

A A総合評価 A A A A A

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

　白銀環境清掃センター跡
地の早期安定化に向け、
当初の事業実施計画どお
り実施できたが廃止できる
状態ではないため、実施評
価を「○」。埋立地・周辺た
め池の水質、ガス測定・調
査の結果、ある程度の効果
が認められたため事業評
価を「○」。埋立跡地の安
定化・廃止までには長期間
を要するという課題がある
ことから現状維持とした。

市民
埋立地及び周辺ため
池の水質、ガス測定
及び調査

環境施設
課

安全・安心な日常生活を送れる 4,071 現状維持

065-4

白銀環境
清掃セン
ター跡地
等整備事

業
白銀環境清掃セ
ンター跡地の早
期安定化事業の
実施

埋立跡地の有効利用及び早期
安定化が図れる

２期処分場の早期安
定化

065-6

065-5

065-7
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04

07

20

066

効 ◆
実施
評価

誰 ◇
事業
評価

何 (千円)

効 ◆ ○

誰 ◇ ○

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎

何 (千円)

効 ◆ ◎

誰 ◇ ◎
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　本庁舎地下駐車場へ電
気自動車用充電コンセント
を３基設置することにより、
電気自動車の充電設備を
充実させることができた。
　今後も電気自動車の普及
状況を注視し、導入を検討
していく。

市民
次世代自動車の導入
検討

財産管理
課

燃料費の削減及びＣＯ₂排出量
50％削減目標達成へ寄与

602 拡充・充実

3,876 拡充・充実

　ハイブリッド車のプロボッ
クス2台を、本庁舎と美杉総
合支所に導入することがで
きた。ガソリン車と比較して
燃費性能の向上による燃
料費の削減や、ＣＯ₂排出量
の削減に期待できることか
ら今後も積極的な導入を検
討していく。

066-4

庁舎等維
持管理事

業 電気自動車用充
電器の設置を推
進

燃料費の削減及びＣＯ₂排出量削
減

電気自動車用充電コ
ンセント３基の設置

066-3

車両管理
事業

環境に考慮した
次世代自動車
（ハイブリット車や
電気自動車）の
導入

燃料費の削減及びＣＯ₂排出量削
減

 集中管理車両への
ハイブリッド車２台の
導入（車両購入）

市民
ハイブリッド車の導入
実績

財産管理
課

燃料費の削減及びＣＯ₂排出量
50％削減目標達成へ寄与

　補助交付実績件数は、太
陽光発電設備25件、定置型
蓄電池25件であり、計画を上
回る事業を実施することがで
きたことから実施評価を「◎」
とした。補助対象設備である
太陽光発電設備の発電出力
が、目標120kwのところ実績
127kwであったことから事業
評価は「◎」とした。
　今後も三重県の補助金を
活用し、事業を継続し、自家
消費型再生可能エネルギー
の導入を促進していく。

市民
太陽光発電設備の発
電出力

環境政策
課

自家消費型再生可能エネルギー
の導入が促進される

18,882 現状維持

新エネルギー利用設備の設置が
促進される

14,580 拡充・充実

066-2

地域脱炭素推
進事業

自家消費型家庭
用太陽光発電設
備及び定置型蓄
電池の設置工事
に要する費用に
対する補助

市民が、補助金を活用し、自家
消費型家庭用太陽光発電設備
及び定置型蓄電池を設置する

補助金交付目標件数
太陽光発電設備：24
件
定置型蓄電池：24件

066-1

地域脱炭素推
進事業

家庭用燃料電池
システム（エネ
ファーム）や太陽
光発電システム
など新エネル
ギー利用設備設
置者（市民、自治
会、事業所）に対
する補助

市民及び事業者が、補助金を活
用し、新エネルギー利用設備を
設置する

補助金交付目標件数
256件

　補助金交付実績件数は
243件であり、目標件数の
94％へ交付することができ
た。
　新技術の社会実装や社
会のニーズを確認しながら
効果的な事業となるよう検
討を進めていく。

市民及び事業者 補助実績件数

環境政策
課

事業の
振り返りとこれから

（実施評価、事業評価、
今後の方向性を選んだ理由）

事業の実施により
直接的に表れる効果

当初の
事業実施計画

誰のための事業か 事業評価の主な視点

担当課 何のための事業か 決算額
今後の
方向性

担当部局 環境部

施策の内容
（第２次基本計画）

※目指す方向性・各
事業の実施により期

待される効果

地球温暖化防止・低炭素社会の実現に向け、効率的なエネルギー利用や省エネ
ルギー対策を推進するとともに、地域特性に応じ、バイオマスを活用した産業創出
をはじめ、再生可能エネルギーのさらなる導入を推進します。

２　「施策の内容」に係る主な事業の評価（事務事業評価）

番
号

事業名
事業の内容

事業の目的 事業の評価

施策 循環型社会形成の推進 本冊ページ 67

関連個別計画 津市環境基本計画（平成30年度～令和９年度）

施策の内容評価シート(令和６年度分)
１　計画における位置付け

政
策
体
系

総
合
計
画

目標 心やすらぐ住みよいまちづくり

基本政策 環境にやさしい社会の形成 管理コード 040720066
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施策の内容評価シート(令和６年度分)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

効 ◆

誰 ◇

何 (千円)

※実施評価（計画どおり実施したか）…◎=計画を達成（100％以上） ○=概ね計画どおり（80％以上～100％未満） △=計画を下回った（50％以上～80％未満） ×=計画を大きく下回った（50％未満）

※事業評価（効果があったか）…◎=大いに効果が認められる ○=ある程度の効果が認められる △=あまり効果がなかった/事業完了前につき効果の発現に至っていない ×=効果を測定できない

※今後の方向性…（さらなる）拡充・充実、現状維持、見直し、廃止、完了

※総合評価は、主な事業の実施状況（実施評価）、事業対象者への効果（事業評価）の評価をポイント化したものをベースに自動的に判定しています。

※今後の方向性は、施策の内容の総合評価および主な事業の今後の方向性をベースに自動的に判定しています。

※計画期間である平成30年度（2018年度）から令和9年度（2027年度）の本施策の内容に関する推移を示します。

今後の
方向性 ① ① ① ① ① ① ①

B A総合評価 A A A B B

計画期間における達成状況
年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

３　「施策の内容」の総合評価 ４　今後の方向性

実施評価・
事業評価を
根拠とした
「施策の内

容」
の総合評価

区分 選択区分

今後の施策の
内容の方向性

区分 選択区分

A　80点以上
B　60点以上80点未満
C　40点以上60点未満
D　20点以上40点未満
E　20点未満

A

①　効果的な事業構成であるた
め、方向性を維持
②　概ね効果的な事業構成である
が、一部見直し等の余地がある
③　あまり効果的な事業構成では
ないため、見直しの余地が大きい
④　事業構成に問題があるため、
抜本的な見直し等が必要

①

066-8

066-7

066-6

066-5
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